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第96期中間事業報告書　

株主の皆様へ
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３）デジタルフォト事業推進体制の

改革

を内容とした経営機構改革を６月に実

施しました。これは、社内カンパニー

制の導入により、カンパニー権限の拡

大と責任の明確化を行い、開発・生

産・販売を一体化した事業運営の実現

とともに、さらなるスピード化と各事

業分野における競争力の強化を目的

としたものです。このことによりグルー

プ連結業績の向上、特に連結キャッ

シュフロー改善を図ってまいります。

社内カンパニーとして、「コンシュー

マーイメージングカンパニー」、「メディ

カル＆グラフィックカンパニー」、「オフィ

スドキュメントカンパニー」、「オプトテ

クノロジーカンパニー」の４カンパニー

を新設いたしました。

また、事業育成と成長を図るため

に、「ＥＭ＆ＩＤ事業グループ」、「カメ

ラ＆デジタルフォト事業グループ」も

合わせて新設しております。

この結果、当中間期の売上高は、円

高の影響もあり１,６６８億円と前年同期

に比べ２１８億円（１１.６％）の減収となり

ました。売上高の内訳は、国内７５５億

株主の皆様におかれましては、ます

ますご清栄のこととお喜び申し上げ

ます。

ここに、第９６期中間期（平成１１年４

月１日から平成１１年９月３０日まで）の営

業の概況と決算の結果をご報告いた

します。

営業の概況

当中間期におけるわが国経済は、

政府の経済諸施策の効果も出始め、

景気の下げ止まり感から、やや明るさ

が見えるようになって来ました。しか

しながら、今夏から為替レートが円高

に振れ、輸出企業にとっては引き続き

楽観を許さない状況となっております。

当社の関連する市場では、国内の

需要低迷と価格低下が引き続くなか

で、アジア経済が回復の兆しを見せ、

好調が続く米国経済が支えとなる一

方、デジタル化が幅広い事業領域に

及び、構造転換が急務となってきてお

ります。

このような情勢のもと、当社は

１）社内カンパニー制の導入

２）本社機構の改革
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円（前年同期比８.２％減）、輸出９１２億

円（前年同期比１４.２％減）となってお

ります。

営業利益はコストダウン等中期計

画を推進した結果、７５億円（前年同期

比５８.１％増）と増益となりました。経

常利益につきましては、円高による為

替決済差益の減少などで５４億円（前

年同期比２６.２％減）となりましたが、

中間利益は有価証券評価損の減少で

３３億円（前年同期比３０.９％増）と増益

となっております。

今後は、円高による輸出採算の悪

化やグローバルな競争激化が予想さ

れますが、現在進行中の中期計画を

実行することにより、２１世紀の国際優

良企業をめざして経営革新を強力に

推進してまいります。

感光材料・感材機器部門

当部門の売上高は、９６５億円で前年

同期に比べ６.８％の減少となりました。

● コンシューマーイメージングカンパニー

コンシューマー製品（一般向けの感

光材料製品）の国内部門においては、

国内景気低迷の影響で特にレンズ付

フィルムが振るわず、加えてカラーフィ

ルム、カラー印画紙とも前年を下回る

結果となりました。このようななかで、

レンズ付フィルムの新製品として、フ

ラッシュ撮影がきれいにできる「撮りっ

きりコニカＭｉＮｉＧｏｏｄｙ（ミニ グッ

ディー）」を７月に発売いたしました。

今では、多くのコンビニエンスストア

の定番商品となり、好評をいただいて

おります。カラーフィルムでは、「コニカ

カラーセンチュリア」シリーズのＡＰＳ*

２００／４００を９月に発売いたしました。

また当社が他社にさきがけて発売した

フルデジタル自動現像処理システム「コ

ニカデジタルミニラボＱＤ-２１システム」

に、ＬＩＭＩＴＥＤ（リミテッド）、ＰＬＵＳ（プラ

ス）の２タイプをラインアップしました。

*ＡＰＳ：新写真システム

一方海外部門は、特に中国、韓国、

東南アジアが好調に推移し、全体でカ

ラーフィルム、レンズ付フィルム、カラー

印画紙いずれも前年同期を上回りまし

た。また、米国で新しく発足したコニ

カフォトイメージングＩｎｃ.は４月１日よ

りスタートし、売上・利益とも計画どお

りに推移しております。

今後は内外での販売体制再構築を
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※売上高および経常利益は、中間期のものです。



売が期待されています。今後も、これ

らの魅力ある製品をさらに充実させる

ことにより、デジタル化するメディカル

画像市場ニーズに対応して行きたいと

考えております。

グラフィックイメージング製品（印刷

用感光材料製品）の国内部門では、景

気低迷の影響を受けて、需要が依然低

調に推移しております。売上高は前期

末にＰＳ版事業を営業移管したため減

少しましたが、プルーフ（試し刷り）用

印画紙は順調に売上を伸ばしました。

また海外部門においては、アジア、米

国を中心に主力の印刷用フィルムが大

幅に増収となりました。

当社のデジタルプルーフシステム

「コニカデジタルコンセンサス」は、引

き続き市場で好評を博しており、今後

デジタル化が進むなかで、イメージセ

契機に、連結ベースの収益力向上と競

争力強化を図り、デジタル化への対応

も合わせて推進してまいります。

● メディカル＆グラフィックカンパニー

メディカルイメージング製品（医療用

感光材料製品）では、フィルム需要横

ばいのなか、数量ベースでは前年同期

を上回る順調な売上を示しましたが、

販社向けに価格改定を実施したため、

金額ベースでは減少しました。当社の

戦略製品であるデジタルイメージング

システム「コニカＲＥＧＩＵＳ（レジウス）」

シリーズは、カセッテタイプの本格展

開が始まり、市場からの引き合いも強

く、大幅な売上増となっております。ま

た、ドライレーザーイメージャ（乾式で

レーザー光を使用する画像記録装置）

が引き続き好評を博し、次期商品の発

ッター（画像出力用）フィルムおよびデ

ジタルプルーフ製品をさらに充実させ

てまいる所存です。

●ＥＭ&ＩＤ事業グループ

電子材料を主軸とする当事業グルー

プでは、ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）の基幹

材料である「液晶偏光板用ＴＡＣフィル

ム*」の事業に本格参入することとし、

中長期的な供給能力確保のため、神戸

事業場内に新工場を建設しておりま

す。当下期中に完成し稼働の運びにな

っており、市場のご要望に速やかにお

応えしてまいります。

*ＴＡＣフィルム：トリアセチル セルロースフィルム

感光材料の新しい分野であるインク

ジェットプリンタ用光沢紙「コニカイン

クジェットペーパーフォトライクＱＰ」は、

その高画質、速乾性、耐水性で市場か

ら高い評価を受け、飛躍的に販売数量

を伸ばしております。９月より大判ロー

ル紙も発売し、高級光沢紙の市場はプ

リンタが高解像出力指向と言うことも

あり、今後とも大きな伸びが期待され

ております。
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カメラ・
光学部門

16.5％

情報機器部門

25.6％

感光材料・
感材機器部門

57.9％

輸　出
54.7％

国　内
45.3％

事業構成比 国内外売上高比率



4

中心のビジネスからサービスやテク

ニカルサポートを重視したネットワー

クソリューションやドキュメントソリュー

ションなど、ソフト面での対応にもま

すます注力したいと考えております。

カメラ・光学部門

当部門の売上高は、２７５億円で前年

同期に比べ１６.７％の増加となりました。

● オプトテクノロジーカンパニー

光ディスク用非球面プラスチックレ

ンズなどの光学素子、レンズユニット

などの需要が順調に伸び、増収となり

ました。３.５型光磁気ディスクドライブ

も含め、パソコン、マルチメディア関

連の市場に光学技術を提供し、引き

続き高い評価をいただいております。

今後も、不断の技術開発により画期的

な製品供給を推進してまいります。

●カメラ＆デジタルフォト事業グループ

１３５タイプコンパクトカメラは景気

低迷とデジタルカメラの影響により、

業界全体が前年より出荷減となって

おります。当社では、ＡＰＳ対応機と

情報機器部門

当部門の売上高は、４２６億円で前年

同期に比べ３０.５％の減少となりました。

● オフィスドキュメントカンパニー

複写機は、デジタル機のラインアッ

プ拡充を図るべく、高速機、中速機、

普及機の各分野に新製品投入を推進

しております。また、中期計画実行に

あたり、連結キャッシュフロー創出の

施策として、連結在庫の圧縮を合わせ

て進めてまいりました。その結果、当

中間期では販社在庫の調整を実施し、

当カンパニーの売上高は減少しており

ますが、連結売上高では実質的に前

年同期を上回っております。新製品と

いたしましては、「Ｋｏｎｉｃａ７０６０」に機能

強化と市場ニーズの織り込みを図った

「Ｋｏｎｉｃａ７０６５」（国内向けはそれぞれ

「Ｓｉｔｉｏｓ７０６０」、「Ｓｉｔｉｏｓ７０６５」）を９月

に発売いたしました。特に、中高速デ

ジタル機の分野で、当社製品が内外と

もに高い評価を受けております。

今後は、デジタル機の品揃え強化

を進めるとともに、デジタル化やネッ

トワーク化の進展にともない、ハード

して自分撮りモードを搭載した「コニカ

Ｒｅｖｉｏ（レビオ）Ｚ２」と自分撮りモード

に加え、エコフラッシュなどの機能を

搭載した３倍ズーム機「コニカＲｅｖｉｏ

Ｚ３」を相次いで発売いたしました。ま

た、デジタルスチルカメラは全体需要

が大幅に伸びるなか、「コニカデジタル

スチルカメラＱ-Ｍ２００」を６月に発売し

ております。デジタルカメラにつきま

しては、ＯＥＭ（相手先ブランド）供給が

急激に増え、売上金額を大幅に伸ば

しました。

今後も、魅力ある新製品を積極的に

市場に投入し、感動創造を引き続き

図ってまいりたいと考えております。

中期計画の遂行状況

当社におきましては、２１世紀に向け

国際的な優良企業をめざし、またグ

ループ全体の構造改革をねらいとし

た、中期計画を遂行しております。本

中期計画の課題のなか、事業方向づ

けの明確化と赤字事業部門および赤

字子会社の整理については今期でほ

ぼ完了いたします。



また、最重要課題である連結ベー

スでのキャッシュフロー改善について

も、当中間期において大幅に好転し、

通期および平成１３年３月期において

さらに向上する見通しです。ここで創

出したキャッシュフローは、全事業分

野にわたってデジタルイメージング事

業分野への構造転換に投入していく

所存であります。

これらの経営施策遂行により、内外

でコニカグループ全体の存在感を示

し、感動創造を発信し続ける企業グ

ループとして、さらに尽力してまいる

所存でございます。

今後の見通し

今後は、円高による輸出採算の悪

化やグローバルな競争激化が予想さ

れますが、現在進行中の中期計画を

実行することにより、２１世紀の国際優

良企業をめざして経営革新を強力に

推進してまいります。

株主の皆様には、今後ともご支援、ご

愛顧を賜りますようお願い申し上げます。
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平成１１年１２月

代表取締役社長

植松　富司



中間貸借対照表

（注）１.有形固定資産の減価償却累計額 １７０,６５７百万円
２.保証債務残高 ６２,２４３百万円
(うち保証予約等） （４４,０１４百万円）
３.担保に供している資産 土　　　　地 １,２１４百万円

建　　　　物 １４１百万円

（単位：百万円） （単位：百万円）

（平成１１年９月３０日現在）

中間損益計算書
（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）

摘　　　　　要 金　額

営 　 業 　 収 　 益

売 　 上 　 高 １６６,８０５

営 　 業 　 費 　 用

売 　 上 　 原 　 価 １０６,１０５

販売費及び一般管理費 ５３,１８０

営 　 業 　 利 　 益 ７,５１９

営 業 外 収 益 ４,３２８

受取利息及び配当金 ８６９

雑 　 収 　 入 ３,４５９

営 業 外 費 用 ６,４２８

支 　 払 　 利 　 息 １,３１７

雑 　 支 　 出 ５,１１０

経 　 常 　 利 　 益 ５,４１９

特 　 別 　 利 　 益 ８５

特 　 別 　 損 　 失 ５９５

税　引　前　中　間　利　益 ４,９１０

法人税、住民税及び事業税 ２７

過年度法人税、住民税及び事業税戻入額 ７８

法　人　税　等　調　整　額 １,６１６

中 　 間 　 利 　 益 ３,３４４

前 　 期 　 繰 　 越 　 利 　 益 ３,６１２

中　間　未　処　分　利　益 ６,９５６

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

営

業

損

益

の

部

営
業
外
損
益
の
部

負　債　の　部

流 動 負 債 １１４,８４９

支 払 手 形 １３,６６１
買 掛 金 ４６,６３５
短期借入金 １３,５９０
長期借入金（一年以内返済） ６,８８２
未払法人税等 ２７
未 払 費 用 ２２,５５７
製品保証等引当金 １,６４５
事業再編・整理損失引当金 ４,３２７
そ の 他 ５,５２３
固 定 負 債 ９１,２４９

社 　 債 ６０,０００
長期借入金 ８,９２８
退職給与引当金 ２１,２３７
そ の 他 １,０８３

負債の部合計 ２０６,０９９

資　本　の　部

資　本　金 ３７,５１９

法定準備金 ８６,３８３

資本準備金 ７９,３４２
利益準備金 ７,０４０
剰　余　金 ７２,３４９

任意積立金 ６５,３９３
中間未処分利益 ６,９５６
（うち中間利益） (３,３４４)

資本の部合計 １９６,２５２

負債・資本の部合計 ４０２,３５１

資　産　の　部

流 動 資 産 ２０８,１３３

現金及び預金 ２２,１７６

受 取 手 形 ３２,３９２

売 掛 金 ６１,０８９

有 価 証 券 ２１,２３０

自 己 株 式 １

たな卸資産 ５２,７５６

そ の 他 １８,９６２

貸倒引当金 � ４７６

固 定 資 産 １９４,２１７

有形固定資産 ８２,３４３

建 　 物 ２８,４８２

機械及び装置 ３２,０７４

そ の 他 ２１,７８６

無形固定資産 ２,５０８

投 資 等 １０９,３６６

投資有価証券 １６,８１３

そ の 他 ９５,８２６

貸倒引当金 �３,２７３

資産の部合計 ４０２,３５１

益
の
部

特
別
損
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